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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 50,815 2.0 2,043 25.6 2,018 26.6 1,130 139.5
24年3月期 49,776 3.0 1,625 173.5 1,593 191.9 471 100.5

（注）包括利益 25年3月期 1,280百万円 （103.8％） 24年3月期 628百万円 （717.3％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 5.17 ― 3.1 3.3 4.0
24年3月期 2.09 ― 1.2 2.6 3.2

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  ―百万円 24年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 61,021 36,208 59.3 165.80
24年3月期 59,651 36,007 60.3 163.48

（参考） 自己資本   25年3月期  36,208百万円 24年3月期  36,007百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 5,042 △2,022 △1,407 11,584
24年3月期 4,323 △5,030 △2,717 9,957

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 1.25 ― 1.75 3.00 666 142.9 1.8
25年3月期 ― 1.75 ― 2.25 4.00 873 77.3 2.4
26年3月期(予想) ― 2.25 ― 2.25 4.50 67.3

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 25,800 4.1 1,270 38.6 1,230 38.5 650 12.4 2.97
通期 53,600 5.4 2,800 37.0 2,750 36.2 1,460 29.1 6.68



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）平成24年４月27日開催の取締役会において、自己株式15,000,000 株を消却することを決議し、平成24年５月18日付で当該消却を実施いたしました。当
該消却実施後の発行済株式の総数は、224,487,500株に減少しております。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 224,487,500 株 24年3月期 239,487,500 株
② 期末自己株式数 25年3月期 6,109,026 株 24年3月期 19,233,950 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 218,671,503 株 24年3月期 224,892,682 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続
は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及
び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、２ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析（1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
（決算補足説明資料の入手方法について） 
 当社は、平成25年５月31日（金）に機関投資家・アナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会の資料及び動画については、開催後速やかに当社ホ
ームページに掲載する予定です。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

(1) 経営成績に関する分析 

当連結会計年度（以下「当期」という）におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要を背景とする

内需に支えられ、緩やかな回復基調にあったものの、円高、デフレの長期化に伴う経済への影響や新興国経済

の減速などにより足踏み状態が続きました。一方、年末に発足した新政権による経済政策への期待感から、株

価の回復や円高の是正が進むなど明るい兆しも見え始めてまいりました。 

このような経済環境のなかにあって、当社グループでは、成長を続けるメディカルサービス事業に経営資源

を投下し、更なる収益の拡大を図りました。また、インテリア健康事業においては、高機能・高付加価値商品

の販売に注力し、収益力の強化を図りました。そして、中・長期的に、グループ全体の持続的成長と企業価値

の最大化を実現していくために、今後の高齢社会におけるシルバービジネスの拡大を図るべく、引き続きメデ

ィカルサービス事業とインテリア健康事業の融合を推し進めてまいりました。特に、アクティブシニアの方々

を対象とした新ブランド「リハテック」商品につきましては、両事業の商品開発力を活かして製品化するとと

もに、両事業が保有する販路も活用しながら、市場への浸透を図ってまいりました。 

これらの結果、当社グループにおける当連結会計年度の売上高は50,815百万円（前年同期比2.0％増）、営業

利益は2,043百万円（前年同期比25.6％増）、経常利益は2,018百万円（前年同期比26.6％増）となりました。

また、平成25年１月31日に公表いたしました「退職給付制度の変更（確定拠出年金制度の導入）に関するお知

らせ」の中でご報告いたしましたとおり、当社及び当社の連結子会社の一部は、現行の退職給付制度の一部に

ついて、平成25年４月２日から確定拠出年金制度に変更することといたしました。これにより、平成26年３月

期以降、退職給付債務の減少による年金費用の削減等が見込まれる一方で、退職給付債務の減少に応じて未認

識数理計算上の差異を一括償却するため、当期において退職給付制度改定損として336百万円を特別損失に計上

いたしました。これらにより、当期純利益は、1,130百万円（前年同期比139.5％増）となりました。 

各セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

①メディカルサービス事業 

メディカルサービス事業においては、介護保険の給付額が増加している福祉用具貸与事業に対して、営業拠

点を２箇所新設し、レンタルを中心とした売上高の拡大を図りました。また、当期は新商品として、家庭用高

級ベッド分野と医療・介護用ベッド分野で培った技術と経験を活かし、優れた体圧分散性と安定した寝心地を

実現する床ずれ防止用のエアマットレス「ゆめりら」や、一般家庭用ベッドのシングルサイズ幅と同じ970ミリ

メートル幅のマットレスを採用し、利用者の方がゆったりと過ごせる電動介護ベッド「ＦＢＮ－ＰＪＪ97 ＳＵ」

を市場に投入し、売上高の拡大を図りました。さらに、「リハテック」ブランド商品などにつきましては、介

護支援専門員や代理店を対象とした研修会や商品説明会を開催するとともに、テレビコマーシャルの放映によ

り、顧客数の拡大とブランドイメージの向上に努めてまいりました。 

軽度者の介護予防サービスに特化した運動特化型短時間制デイサービスセンターとして平成22年２月から展

開を図っております介護予防通所介護施設「悠悠いきいき倶楽部」は、当期は10箇所（直営店１箇所、フラン

チャイズ店９箇所）を新規にオープンし、当期末の施設数は20箇所となりました。 

設備投資が増加傾向にある福祉施設等に対しましては、ベッド上での起き上がりや離床などの動きを感知し

て通知することにより、看護師や介護職員などの負担軽減を図る新商品「見守りケアシステムＭ－１」の販売

を開始するとともに、営業員の研修による戦力化などに努めてまいりました。 

以上の結果、メディカルサービス事業の売上高は28,197百万円（前年同期比4.3％増）、営業利益は1,797百

万円（前年同期比10.4％増）となりました。 

②インテリア健康事業 

インテリア健康事業においては、日本人のライフスタイルの変化や少子高齢化の進展により、今後も家具市

場の量的な拡大は見込めない状況にあります。 

このような状況のなかにあっても、自らのライフスタイルにこだわりをもった消費者にあっては、家具・イ

ンテリアに対する関心は確実に高まっており、高機能・高付加価値商品への潜在的な需要は十分に存在するも

のと推察されます。このような消費者意識を踏まえ、当事業では、家庭用高級ベッドのデザイン性と医療・介

護用ベッドの機能性を融合させた、アクティブシニア向けの高品質な電動リクライニングベッド「グランマッ

クス」シリーズや、世界有数のベッドブランド「スランバーランド」シリーズなどの継続的な販売促進に努め

るとともに、新たな機能を付加した「ニューライフトリートメントマットレス」やマットレス自体がリクライ

ニングする「ルーパームーブ」を市場に投入するなど、新たな需要の喚起に取組んでまいりました。 

また、従前から取引のある家具専門店へは、「電動アシスト三輪自転車」やハンドル型電動車いす「Ｓ１４

１」などの「リハテック」ブランド商品の試乗展示会の開催を引き続き促進するとともに、当期は、新たな提
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案として、高齢者向け商品の売り場である「悠悠プラチナコーナー」の設置を働きかけてまいりました。この

「悠悠プラチナコーナー」は、家具専門店に専用の売り場を設けていただき、「リハテック」ブランド商品や

杖、歩行器などの高齢者の生活を支援するための商品を展示、販売していただくものです。家具専門店の地元

での知名度と信用、立地状況を活用した提案であり、売り場づくりや商品知識、接客方法等はフランスベッド

株式会社が研修を通じて支援させていただいております。今後は更に異業種にも範囲を広げて設置を働きかけ

てまいりますとともに、同コーナー向け商品の開発、投入を積極的に行ない、本格的な高齢社会の到来に向け

て、高齢者向け商品の拡販に努めてまいります。 

以上の結果、インテリア健康事業の売上高は18,848百万円（前年同期比1.2％減）、営業利益は186百万円 

（前年同期は営業損失47百万円）となりました。 

③その他 

その他のうち、日用品雑貨販売事業においては、取扱商品の見直しや店舗のスクラップ＆ビルドを継続的に

行ない、収益の改善を図るとともに、当期は新たな試みとして、中高年の女性をターゲットとした店舗を開設

いたしました。 

 また、戸別訪問販売事業においては、高齢者向け商品の販売強化や異業種法人との新規取引を開始すること

により、売上高の確保に努めてまいりました。 

以上の結果、その他の売上高は3,770百万円（前年同期比2.3％増）、営業利益は27百万円（前年同期比   

150.9％増）となりました。 

次期の見通しにつきましては、引き続き市場の拡大が見込まれるメディカルサービス事業においては、特に

介護レンタル事業に注力し、シェアの拡大を目指してまいります。また、インテリア健康事業においては、前

期に引き続き高単価・高付加価値商品の開発と拡販を推進し、収益力の強化を図ってまいります。さらに、

「リハテック」ブランド商品の拡販に努めるなど、今後の高齢社会におけるシルバービジネスの取り組みを強

化してまいります。 

以上によりまして、次期につきましては連結売上高53,600百万円、連結営業利益2,800百万円、連結経常利益

2,750百万円、連結当期純利益1,460百万円を予想しております。 

 

(2) 財政状態に関する分析  

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」という。）と比較して1,370百万円増加

し61,021百万円となりました。流動資産は前期末と比較して705百万円増加し34,260百万円となりました。主

な要因は、たな卸資産213百万円、退職金制度変更に伴う短期繰延税金資産345百万円などの増加によるもの

であります。固定資産は前期末と比較して676百万円増加し26,747百万円となりました。主な要因は、長期預

金600百万円の預入や退職金制度変更に伴う前払年金費用などの増加に対し、有形及び無形固定資産の減価償

却、子会社の工場火災により設備を焼失したことなどによる減少であります。 

負債は、前期末と比較して1,170百万円増加し24,813百万円となりました。主な要因は、確定拠出年金制度

導入に伴う旧制度からの移管金など退職金制度変更に関する増加によるものです。 

純資産は、前期末と比較して200百万円増加し、36,208百万円となりました。主な要因として、増加につい

ては当期純利益1,130百万円、保有有価証券の時価上昇によるその他有価証券評価差額金132百万円などによ

るものであります。減少については、自己株式の取得312百万円、剰余金の配当767百万円などによるもので

あります。 

以上の結果、自己資本比率は、前期末の60.3％から59.3％となりました。 

 

② キャッシュ・フローの状況  

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は、現金及び現金同等物残高が前期末と比較して1,626

百万円増加し11,584百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、5,042百万円の収入（前年同期は4,323百万円の収入）となりまし

た。主な要因として、収入については、税金等調整前当期純利益1,894百万円、非資金項目である減価償却費

3,684百万円の計上や、子会社の工場火災に関する保険金の受取額739百万円などによるものであり、支出に

ついては、たな卸資産の増加487百万円、仕入債務の減少630百万円などによるものであります。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、2,022百万円の支出（前年同期は5,030百万円の支出）となりまし

た。主な要因は、定期預金の預入2,600百万円や有形固定資産の取得3,066百万円、その他の関係会社有価証

券の取得103百万円などの支出に対し、定期預金の払戻3,600百万円や投資有価証券の売却328百万円などの収

入によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,407百万円の支出（前年同期は2,717百万円の支出）となりまし

た。主な要因として、収入については、社債発行による収入394百万円などであり、支出については、短期借

入金の返済575百万円、自己株式の取得312百万円、配当金の支払額765百万円などによるものであります。 

 

（参考）キャッシュ･フロー関連指標の推移 

 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率（％） 62.9 62.8 60.8 60.3 59.3

時価ベースの自己資本比率（％） 49.7 51.6 39.3 63.5 74.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 4.7 2.2 2.2 2.2 1.9

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  16.9 31.4 43.3 39.1 57.1

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注３）キャッシュ･フローは、営業キャッシュ･フローを利用しております。 

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。 

 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主価値を最大化していくため、株主に対する利益還元を重要な経営政策のひとつとして位置付け

ており、安定的な配当の継続に努めることを基本方針とし、業績、経営環境ならびに財務体質強化の必要性な

どを総合的に勘案して決定することとしております。 

このような方針のもと、当期の期末配当につきましては、従来予想から0.50円増配して１株当たり2.25円と

させていただく予定です。この結果、既に実施いたしました中間配当の１株当たり1.75円を加えた当期の年間

配当は、１株当たり4.00円となります。これは、前期に比べて1.00円の増配になります。 

なお、本件につきましては、平成25年６月に開催される予定の定時株主総会に付議する予定であります。 

また、平成26年３月期の年間配当は、１株当り4.50円（中間配当2.25円、期末配当2.25円）を予定しており

ます。 

 

(4) 事業等のリスク 

当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものが

あります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであ

ります。 

① 当社グループの事業環境について 

ａ 当社グループが行っているメディカルサービス事業は、介護保険制度に大きく依存しております。した

がって、この介護保険制度の改定等が行われた場合には売上高が減少し、当社グループの業績と財務状況

に影響を及ぼす可能性があります。 

ｂ 当社グループが行っているインテリア健康事業の取引先が属する市場は、景気動向、地価動向及び住宅

税制等の影響を比較的受け易い傾向にあります。したがって、景気の低迷による所得の減少、市場金利の

上昇、地価上昇及び住宅税制の課税強化等により、同市場の需要が減少した場合には、売上高が減少し、
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取扱製商品の販売価格が下落する等により利幅が縮小する可能性がある他、取引先の経営状態の悪化や、

貸倒れの発生等により当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

ｃ 当社グループの事業にあって、「その他」に区分される戸別訪問販売事業は、法律の規制を受ける事業

であるため、関係法律の改定等が行われた場合には売上高が減少し、当社グループの業績と財務状況に影

響を及ぼす可能性があります。また、日用品雑貨販売事業は、消費者の感性やファッション性、プライス

ライン及び店舗環境等により、業績が左右されるため、当社グループが市場の変化を十分に予測できず、

魅力ある商品を提供できない場合には売上高が減少し、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可

能性があります。 

 

② 製品の欠陥について 

当社グループは各工場において、ＪＩＳ（日本工業規格）及び同規格よりも厳しい独自の品質基準に基づ

くＦＥＳ（FRANCEBED ENGINEERING STANDARDS）に則して各種の製品を製造しております。 

しかし、すべての製品について欠陥が発生しないという保証はありません。また、当社グループは製造物

責任賠償に係る保険に加入しておりますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーできるとい

う保証はありませんし、引き続きこのような保険に加入できるとは限りません。 

万一製品の欠陥を生じ、当社グループが賠償責任を負う場合、また顧客の安全のために大規模なリコール

を実施した場合等においては、多額のコストを発生することとなり、さらに製品に対する評価を大幅に低下

させ、ブランドを毀損した場合には、売上高が減少し、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能

性があります。 

 

③ 個人情報漏洩等について 

当社グループは、事業の特性上大量の顧客情報等の個人情報を取扱っており、個人情報保護には特に配慮

して対策を進め事業活動を行っておりますが、万一個人情報の漏洩があれば、法的責任を負う可能性がある

他、信用を大きく毀損することとなり、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

④ 信用について 

当社グループは様々な営業取引を行っており、取引先の信用悪化や経営破綻等による損失が発生する信用

リスクを負っております。 

したがって、当該リスクを管理するために、取引先毎に取引限度額や代金決済方法等を定め、更に債権管

理委員会を設置して機動的な運営を行っております。 

しかし、このリスクを全て排除することは困難でありますので、取引先の信用悪化や経営破綻等があれば

当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤ 為替変動等について 

当社グループは原材料及び取扱製商品の輸出入取引を行っており、それらに係る外貨建金銭債権債務（外

貨建予定取引を含む。）は為替相場の変動リスクを有しております。そのため当社グループは、為替相場の

変動によるリスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行っておりますが、間接的な影響を含め、これを

すべて排除することは困難であります。したがって、為替相場の変動が当社グループの業績と財務状況に影

響を及ぼす可能性があります。 

また、当社グループの輸出入取引は、アジア・ヨーロッパを中心とした複数の国々と行っており、今後も

その取引は継続されます。したがって、各国の経済情勢の変化及び災害の発生等に伴う輸出入環境の変化が

当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

当社の企業集団は、当社と子会社８社（連結６社、非連結２社）で構成され、メディカルサービス事業、 

インテリア健康事業を主な事業内容としております。 

当社グループの事業内容及び関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

なお、セグメント情報におけるセグメントの区分は下記の区分と同一であります。 

セグメントの名称 事業の概要 主要な会社 

メディカルサービス 医療・介護用ベッド、福祉用具の

製造、仕入、レンタル、小売及び

卸売、病院・ホテル等のリネンサ

プライ 

フランスベッド㈱ 

㈱翼 

江蘇芙蘭舒床有限公司 

インテリア健康 ベッド・家具類・寝装品等の製

造・仕入及び卸売 

フランスベッド㈱ 

東京ベッド㈱ 

フランスベッドファニチャー㈱ 

France bed International (Thailand) Co.,Ltd.

江蘇芙蘭舒床有限公司 

その他 戸別訪問販売、日用品雑貨販売、

広告・展示会場設営及び不動産賃

貸等 

フランスベッド㈱ 

フランスベッド販売㈱ 

㈱エフビー友の会 

（注）１．㈱エフビー友の会は、子会社フランスベッド販売㈱の子会社で同社が販売する商品の前払式特定取引

契約による友の会会員を募集し、当該会員に対する商品の販売斡旋を行っております。 

（注）２．非連結子会社名：㈱翼、江蘇芙蘭舒床有限公司 

㈱翼及び江蘇芙蘭舒床有限公司は小規模会社であり、その総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしており

ませんので、連結の範囲から除外しております。 
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［事業系統図］ 

事業の系統図は次のとおりであります。なお、取引関係については、主要なもののみ記載しております。 
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３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社グループは、「創造と革新により『豊かさとやさしさ』のある暮らしの実現に貢献するヒューマンカ

ンパニーを目指す」を経営理念に掲げ、消費者にご満足いただける付加価値の高い新商品・新サービスの提

供に努めてまいります。 

また、グループ会社が持つ経営資源をより一層効率的に活用することにより、グループ総合力の強化に努

め、企業価値の向上を目指してまいります。 

 

(2) 会社の対処すべき課題 

今後の日本は、人口減少と少子高齢化が急速に進んでまいります。こうした社会構造の変化は、企業活動に

も大きな影響を及ぼすものであり、メディカルサービス事業においては、増加していく介護ニーズを取り込

み、主力の福祉用具貸与事業を成長させ続けていくことが経営上の最重要課題です。一方で、同分野は、数

少ない、内需の成長分野であることから、異業種の参入など、企業間の競争がますます激しくなっていくこ

とが予想されます。そのような経営環境の中で、当社グループは、お客様のニーズに合った、他社に真似の

できない新商品・新サービスを開発して市場に投入するとともに、営業所やサービスセンターなどの事業拠

点を整備拡充することで、市場のシェアを高め、事業基盤を一層強固なものにしてまいります。 

また、インテリア健康事業においては、家具の需要が伸び悩む中でも、利益を確保していく必要がありま

す。このためには、引き続き、高機能・高付加価値の商品を開発し、市場に投入していくとともに、「リハ

テック」ブランドを活用し、家具販売店や異業種における高齢者向け事業の取り組みを強化してまいります。 

以上の取り組みによって、当社グループでは、今後、グループ全体でシルバービジネスに対する取り組み

を一層強化して、「人々が活き活きと暮らせる高齢社会に向けて、潤いのある生活を提案していく企業」を

目指してまいります。 

 

(3) その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 
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４．連結財務諸表 

(1) 連結貸借対照表 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成25年３月31日) 

資産の部      

  流動資産      

    現金及び預金  7,558   7,084

    受取手形及び売掛金 ※3 11,059 ※3 11,083

    有価証券  5,498   5,998

    商品及び製品  5,618   5,428

    仕掛品  332   434

    原材料及び貯蔵品  1,561   1,862

    繰延税金資産  573   919

    その他  1,385   1,462

    貸倒引当金  △31   △13

    流動資産合計  33,554   34,260

  固定資産      

    有形固定資産      

      賃貸用資産  4,843   4,810

       減価償却累計額  △3,203   △3,223

       賃貸用資産（純額）  1,640   1,587

      建物及び構築物  14,543   14,455

       減価償却累計額  △9,947   △10,121

       建物及び構築物（純額）  4,595   4,334

      機械装置及び運搬具  6,068   5,736

       減価償却累計額  △5,330   △4,899

       機械装置及び運搬具（純額）  737   837

      工具、器具及び備品  2,159   2,208

       減価償却累計額  △1,720   △1,830

       工具、器具及び備品（純額）  438   378

      土地  6,413   6,413

      リース資産  5,989   7,324

       減価償却累計額  △3,737   △5,255

       リース資産（純額）  2,252   2,068

      建設仮勘定  56   85

      有形固定資産合計  16,134   15,705

    無形固定資産      

      リース資産  59   43

      ソフトウエア  1,047   852

      その他  21   94

      無形固定資産合計  1,129   990

    投資その他の資産      

      投資有価証券 ※1 1,292 ※1 1,230

      長期貸付金  14   9

      繰延税金資産  1,527   1,319

      前払年金費用  5,143   5,914

      その他 ※1 974 ※1 1,718

      貸倒引当金  △144   △140

      投資その他の資産合計  8,807   10,052

    固定資産合計  26,071   26,747
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成25年３月31日) 

  繰延資産      

    社債発行費  24   12

    繰延資産合計  24   12

  資産合計  59,651   61,021

負債の部      

  流動負債      

    支払手形及び買掛金 ※3 4,435 ※3 3,806

    ファクタリング未払金  2,130   2,335

    短期借入金  2,125   1,650

    1年内償還予定の社債  －   3,150

    リース債務  1,422   1,315

    未払法人税等  155   925

    未払消費税等  185   111

    繰延税金負債  0   0

    賞与引当金  1,121   1,191

    役員賞与引当金  16   54

    災害損失引当金  －   2

    その他 ※3 2,303   3,025

    流動負債合計  13,895   17,568

  固定負債      

    社債  3,150   400

    長期借入金  2,000   2,000

    リース債務  1,218   1,074

    退職給付引当金  2,576   756

    役員退職慰労引当金  451   472

    偶発損失引当金  7   6

    資産除去債務  24   24

    その他  318   2,508

    固定負債合計  9,747   7,244

  負債合計  23,643   24,813

純資産の部      

  株主資本      

    資本金  3,000   3,000

    資本剰余金  5,116   1,867

    利益剰余金  32,088   32,451

    自己株式  △4,165   △1,229

    株主資本合計  36,039   36,089

  その他の包括利益累計額      

    その他有価証券評価差額金  10   143

    繰延ヘッジ損益  －   0

    為替換算調整勘定  △42   △25

    その他の包括利益累計額合計  △31   118

  純資産合計  36,007   36,208

負債純資産合計  59,651   61,021
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(2) 連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

連結損益計算書 

  (単位：百万円)

 

前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

売上高  49,776   50,815

売上原価 ※1 27,652 ※1 27,854

売上総利益  22,123   22,960

販売費及び一般管理費  20,498   20,917

営業利益  1,625   2,043

営業外収益      

  受取利息  17   14

  受取配当金  28   30

  受取補償金  45   26

  その他  109   96

  営業外収益合計  201   168

営業外費用      

  支払利息  105   90

  売上割引  31   30

  その他  96   71

  営業外費用合計  233   192

経常利益  1,593   2,018

特別利益      

  固定資産売却益  0   0

  投資有価証券売却益  0   107

  保険差益  － ※2 399

  その他  －   19

  特別利益合計  0   526

特別損失      

  固定資産売却損  0   －

  固定資産除却損  22   34

  災害による損失 ※3 21 ※3 278

  関係会社清算損  17   －

  退職給付制度改定損  －   336

  本社移転費用 ※4 149   －

  特別損失合計  211   649

税金等調整前当期純利益  1,382   1,894

法人税、住民税及び事業税  133   929

法人税等調整額  777   △164

法人税等合計  910   764

少数株主損益調整前当期純利益  471   1,130

当期純利益  471   1,130
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連結包括利益計算書 

  (単位：百万円)

 

前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益  471   1,130

その他の包括利益      

  その他有価証券評価差額金  177   132

  繰延ヘッジ損益  △16   0

  為替換算調整勘定  △3   17

  その他の包括利益合計  156   150

包括利益  628   1,280

（内訳）      

  親会社株主に係る包括利益  628   1,280

  少数株主に係る包括利益  －   －
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(3) 連結株主資本等変動計算書 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本      

  資本金      

    当期首残高  3,000   3,000

    当期変動額      

      当期変動額合計  －   －

    当期末残高  3,000   3,000

  資本剰余金      

    当期首残高  5,116   5,116

    当期変動額      

      自己株式の処分  △0   －

      自己株式の消却  －   △3,248

      当期変動額合計  △0   △3,248

    当期末残高  5,116   1,867

  利益剰余金      

    当期首残高  32,182   32,088

    当期変動額      

      剰余金の配当  △565   △767

      当期純利益  471   1,130

      当期変動額合計  △93   362

    当期末残高  32,088   32,451

  自己株式      

    当期首残高  △3,152   △4,165

    当期変動額      

      自己株式の取得  △1,013   △312

      自己株式の処分  0   －

      自己株式の消却  －   3,248

      当期変動額合計  △1,012   2,935

    当期末残高  △4,165   △1,229

  株主資本合計      

    当期首残高  37,146   36,039

    当期変動額      

      剰余金の配当  △565   △767

      当期純利益  471   1,130

      自己株式の取得  △1,013   △312

      自己株式の処分  0   －

      当期変動額合計  △1,106   50

    当期末残高  36,039   36,089
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額      

  その他有価証券評価差額金      

    当期首残高  △166   10

    当期変動額      

      株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  177   132

      当期変動額合計  177   132

    当期末残高  10   143

  繰延ヘッジ損益      

    当期首残高  16   －

    当期変動額      

      株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  △16   0

      当期変動額合計  △16   0

    当期末残高  －   0

  為替換算調整勘定      

    当期首残高  △38   △42

    当期変動額      

      株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  △3   17

      当期変動額合計  △3   17

    当期末残高  △42   △25

  その他の包括利益累計額合計      

    当期首残高  △188   △31

    当期変動額      

      株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  156   150

      当期変動額合計  156   150

    当期末残高  △31   118

純資産合計      

  当期首残高  36,958   36,007

  当期変動額      

    剰余金の配当  △565   △767

    当期純利益  471   1,130

    自己株式の取得  △1,013   △312

    自己株式の処分  0   －

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  156   150

    当期変動額合計  △950   200

  当期末残高  36,007   36,208
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 

  (単位：百万円)

 

前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー      

  税金等調整前当期純利益  1,382   1,894

  減価償却費  3,735   3,684

  固定資産売却損益（△は益）  0   △0

  固定資産除却損  15   22

  投資有価証券売却損益（△は益）  △0   △107

  貸倒引当金の増減額（△は減少）  △21   △22

  賞与引当金の増減額（△は減少）  47   59

  役員賞与引当金の増減額（△は減少）  16   37

  退職給付引当金の増減額（△は減少）  273   △1,833

  前払年金費用の増減額（△は増加）  △13   △770

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少）  33   20

  受取利息及び受取配当金  △46   △44

  支払利息  105   90

  災害損失  21   275

  保険差益  －   △399

  売上債権の増減額（△は増加）  △1,792   56

  たな卸資産の増減額（△は増加）  30   △487

  仕入債務の増減額（△は減少）  547   △630

  ファクタリング未払金の増減額（△は減少）  △7   205

  確定拠出年金移行に伴う未払金の増減額（△は減
少） 

 －   2,976

  未払費用の増減額（△は減少）  23   27

  その他  212   △374

  小計  4,565   4,679

  利息及び配当金の受取額  45   45

  利息の支払額  △110   △88

  法人税等の支払額  △134   △139

  保険金の受取額  －   739

  災害損失の支払額  △41   △194

  営業活動によるキャッシュ・フロー  4,323   5,042

投資活動によるキャッシュ・フロー      

  定期預金の預入による支出  △2,500   △2,600

  定期預金の払戻による収入  1,500   3,600

  有価証券の取得による支出  △2,498   △1,998

  有価証券の償還による収入  1,499   1,999

  有形固定資産の取得による支出  △3,136   △3,066

  有形固定資産の売却による収入  1   0

  投資有価証券の取得による支出  △20   △0

  投資有価証券の売却及び償還による収入  198   328

  その他の関係会社有価証券の取得による支出  －   △103

  貸付けによる支出  －   △21

  貸付金の回収による収入  4   31

  無形固定資産の取得による支出  △79   △182

  その他  －   △10

  投資活動によるキャッシュ・フロー  △5,030   △2,022
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  (単位：百万円)

 

前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー      

  短期借入れによる収入  －   100

  短期借入金の返済による支出  －   △575

  長期借入金の返済による支出  △225   －

  社債の発行による収入  －   394

  社債の償還による支出  △775   －

  自己株式の売却による収入  0   －

  自己株式の取得による支出  △1,013   △312

  セール・アンド・リースバックによる収入  1,500   1,372

  リース債務の返済による支出  △1,640   △1,620

  配当金の支払額  △564   △765

  財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,717   △1,407

現金及び現金同等物に係る換算差額  △3   14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △3,427   1,626

現金及び現金同等物の期首残高  13,384   9,957

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 9,957 ※1 11,584
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(5) 連結財務諸表に関する注記事項 

 （継続企業の前提に関する注記） 

  該当事項はありません。 

 

 （連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称 

フランスベッド㈱ 

フランスベッドファニチャー㈱ 

フランスベッド販売㈱ 

㈱エフビー友の会 

東京ベッド㈱ 

France bed International (Thailand) Co.,Ltd． 

(2) 非連結子会社の名称等 

㈱翼 

江蘇芙蘭舒床有限公司 

 （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社はいずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない非連結子会社（㈱翼、江蘇芙蘭舒床有限公司）は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券及びその他の関係会社有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

ａ 商品、製品、仕掛品 

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額につきましては収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

ｂ 原材料、貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額につきましては収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

賃貸用資産      ３～10年 

建物及び構築物    ３～55年 

機械装置及び運搬具  ２～13年 

工具、器具及び備品  ２～20年 
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賃貸用資産のうち、取得価額が20万円未満の少額賃貸資産については、一括償却資産として３年間で

均等償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

③ リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

④ 長期前払費用 

均等償却しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

国内連結子会社は売掛金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給

見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における

支給見込額に基づき計上しております。 

④ 退職給付引当金 

国内連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として10年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。 

（追加情報） 

国内連結子会社の一部は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成25年４月に退職一時金制度の一部につ

いて確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指

針第１号）を適用しております。この制度移行により、特別損失に退職給付制度改定損336百万円を計上

しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計上しております。 

⑥ 偶発損失引当金 

将来発生する可能性のある偶発事象に対し、必要と認められる損失額を合理的に見積り計上しており

ます。 

⑦ 災害損失引当金 

平成24年７月に国内連結子会社である東京ベッド株式会社の千葉工場にて発生した火災事故に伴う 

損失に備えるため、当連結会計年度末における見積額を計上しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。 
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(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等について

は、振当処理を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段 

デリバティブ取引（通貨オプション取引及び為替予約取引） 

ｂ ヘッジ対象 

為替の変動リスクにさらされている外貨建金銭債権債務（外貨建予定取引を含む。） 

③ ヘッジ方針 

主に原材料及び商品の輸入取引に係る為替の変動リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行っ

ております。デリバティブ取引を行うにあたっては、予定取引額を限度とし、一定のヘッジ比率以上を

維持するよう管理しております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

ａ 事前テスト 

「市場リスク管理規程」及び「リスク管理要領」に従ったものであることを検証します。 

ｂ 事後テスト 

外貨建取引における為替の変動リスクに対して、相場変動及びキャッシュ・フローの変動が回避さ

れたか否かを検証します。 

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

(7) 繰延資産の処理方法 

社債発行費の処理方法は、社債の償還期間にわたり定額法により償却しております。 

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

なお、固定資産に係わる控除対象外消費税等は当連結会計年度の負担すべき期間費用として処理して

おります。 

 

 

 （未適用の会計基準等） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日） 

 

１．概要 

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、連結貸借対照表の純資産の部において税効果を調整した上で認識

し、積立状況を示す額を負債又は資産として計上する方法に改正されました。また、退職給付見込額の期間

帰属方法について、期間定額基準のほか給付算定式基準の適用が可能となったほか、割引率の算定方法が改

正されました。 

 

２．適用予定日 

平成26年３月期の年度末に係る連結財務諸表から適用いたします。ただし、退職給付見込額の期間帰属方

法の改正については、平成27年３月期の期首から適用いたします。なお、当該会計基準等には経過的な取り扱

いが定められているため、過去の期間の財務諸表に対しては遡及適用いたしません。 

 

３．当該会計基準等の適用による影響 

当該会計基準等の適用が連結財務諸表に与える影響については、現在評価中であります。 
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 （表示方法の変更） 

 （連結損益計算書） 

  前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取保険金」は金額的重要性が乏

しくなったため、当連結会計年度においては営業外収益の「その他」に含めて表示しております。この表示方

法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

  この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「受取保険金」に表示していた

20百万円は、「その他」として組み替えております。 

 

 （連結キャッシュ・フロー計算書） 

  前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「税金等調整前当期純利益」に含め

ておりました「災害損失」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。

これに伴い、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「小計」欄以下において、「災害損失の支払額」を当

連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連

結財務諸表の組替えを行っております。 

  この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」は、「災害損失」21百万円、「その他」212百万円、「災害損失の支払額」△41百万円として組み替え

ております。 

 

 （連結貸借対照表関係） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成25年３月31日) 

投資有価証券 55百万円 78百万円

差入保証金 11百万円 11百万円

計 66百万円 89百万円

 

担保付債務は、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成25年３月31日) 

買掛金 －百万円 －百万円

 

２  偶発債務 

(1) 下記の会社等の借入金に対し、債務保証を行っております。 

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

㈱翼 207百万円 ㈱翼 189百万円

従業員 27百万円 従業員 35百万円

計 234百万円 計 225百万円

 

(2) 下記の会社の前受業務保証金供託委託契約に対し、債務保証を行っております。 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成25年３月31日) 

㈱エフビー友の会 359百万円 392百万円 
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※３ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成25年３月31日) 

（流動資産）受取手形 113百万円 142百万円 

（流動負債）支払手形 350百万円 348百万円 

      その他 3百万円 －百万円 

 

 （連結損益計算書関係） 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれて

おります。 

前連結会計年度 
(自  平成23年４月１日 
  至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成24年４月１日 
  至  平成25年３月31日) 

123百万円 72百万円 

 

※２ 保険差益 

   当社の連結子会社である東京ベッド株式会社の千葉工場において発生した火災事故に伴う保険金受取額から、

たな卸資産及び固定資産の滅失損失の額を控除したものであります。 

 

※３ 災害による損失 

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

東日本大震災により破損した設備の原状回復費用等であります。 

 

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

当社の連結子会社である東京ベッド株式会社の千葉工場において発生した火災事故に伴う損失額であり、 

その内訳は、たな卸資産の評価損、固定資産の除却損失、得意先への損害賠償、操業休止期間中の固定費等で

あります。 

 

※４ 減損損失 

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

場所 用途 種類 金額 

東京都新宿区 遊休資産 建物及び構築物・工具、器具及び備品 35百万円

合計 35百万円

当社グループは、管理会計上の事業区分を基準として資産のグルーピングを行っておりますが、遊休資産

及び賃貸資産については独立したキャッシュ・フローを生み出す単位としてそれぞれグルーピングしており

ます。 

上記資産は、将来の使用が見込まれなくなったため、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減損損失（35百万円）は、特別損失「本社移転費用」に含めて表示しております。その内訳は、建物及

び構築物33百万円、工具、器具及び備品１百万円であります。 

なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しております。 

 

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 
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 （連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当連結会計年度期首

株式数(千株) 
当連結会計年度 
増加株式数(千株)

当連結会計年度 
減少株式数(千株) 

当連結会計年度末
株式数(千株) 

発行済株式         

  普通株式 239,487 － － 239,487 

合計 239,487 － － 239,487 

自己株式         

  普通株式（注）１，２ 11,581 7,653 0 19,233 

合計 11,581 7,653 0 19,233 

(注) １．普通株式の自己株式の株式数の増加7,653千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加7,650

千株、単元未満株式の買取りによる増加３千株であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
(決議) 

株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成23年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 284 1.25 平成23年３月31日 平成23年６月29日

平成23年10月31日 
取締役会 

普通株式 280 1.25 平成23年９月30日 平成23年12月９日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
(決議) 

株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成24年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 385 利益剰余金 1.75 平成24年３月31日 平成24年６月28日
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当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当連結会計年度期首

株式数(千株) 
当連結会計年度 
増加株式数(千株)

当連結会計年度 
減少株式数(千株) 

当連結会計年度末
株式数(千株) 

発行済株式         

  普通株式（注）２ 239,487 － 15,000 224,487 

合計 239,487 － 15,000 224,487 

自己株式         

  普通株式（注）１，２ 19,233 1,875 15,000 6,109 

合計 19,233 1,875 15,000 6,109 

(注) １．普通株式の自己株式の株式数の増加1,875千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加1,872

千株、単元未満株式の買取りによる増加３千株であります。 

２．平成24年４月27日開催の取締役会において、自己株式15,000,000株を消却することを決議しており、当

該消却実施後の発行済株式の総数は、224,487,500株に減少いたしました。 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
(決議) 

株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成24年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 385 1.75 平成24年３月31日 平成24年６月28日

平成24年11月２日 
取締役会 

普通株式 382 1.75 平成24年９月30日 平成24年12月７日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。 

 

(決議) 
株式の種類 

配当金の総額
(百万円) 

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成25年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 491 利益剰余金 2.25 平成25年３月31日 平成25年６月27日

 

 （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
前連結会計年度 

(自  平成23年４月１日 
  至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成24年４月１日 
  至  平成25年３月31日) 

現金及び預金勘定 7,558百万円 7,084百万円

有価証券勘定 5,498百万円 5,998百万円

  計 13,056百万円 13,083百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,100百万円 △500百万円

取得日から償還日までの期間が３ヶ月を超える債券
等 

△999百万円 △999百万円

現金及び現金同等物 9,957百万円 11,584百万円
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 （セグメント情報） 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

当社グループは提供する製品・サービス等の類似性等により事業セグメントを認識しており、「メディカルサ

ービス」及び「インテリア健康」の２つを報告セグメントとしております。 

各事業の概要は下記のとおりであります。 

メディカルサービス：医療・介護用ベッド、福祉用具の製造、仕入、レンタル、小売及び卸売、病院・ホ

テル等のリネンサプライ 

インテリア健康  ：ベッド・家具類・寝装品等の製造・仕入及び卸売 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と同一であります。 

報告セグメントの利益又は損失（△）は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：百万円） 

 

報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

連結 
財務諸表 
計上額 
（注）３ 

メディカル
サービス 

インテリア
健康 

計 

売上高    

外部顧客への
売上高 

27,015 19,077 46,093 3,683 49,776 － 49,776

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

3 494 497 78 575 △575 －

計 27,019 19,571 46,590 3,761 50,352 △575 49,776

セグメント利益
又は損失（△） 

1,626 △47 1,578 10 1,589 35 1,625

セグメント資産 30,139 26,241 56,380 3,476 59,857 △206 59,651

その他の項目    

減価償却費 3,225 487 3,712 23 3,736 △0 3,735

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額 

2,842 324 3,166 15 3,182 35 3,218
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当連結会計年度（自 平成 24 年４月１日  至 平成 25 年３月 31 日） 

（単位：百万円） 

 

報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

連結 
財務諸表 
計上額 
（注）３ 

メディカル
サービス 

インテリア
健康 

計 

売上高    

外部顧客への
売上高 

28,197 18,848 47,045 3,770 50,815 － 50,815

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

1 489 491 97 588 △588 －

計 28,198 19,337 47,536 3,867 51,404 △588 50,815

セグメント利益 1,797 186 1,984 27 2,011 31 2,043

セグメント資産 31,449 26,520 57,969 3,214 61,183 △162 61,021

その他の項目    

減価償却費 3,204 452 3,656 24 3,681 2 3,684

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額 

2,902 348 3,251 9 3,261 △0 3,260

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、戸別訪問販売、日用品雑

貨販売、展示会場設営及び不動産賃貸等の事業を含んでおります。 

２．調整額の内容は以下のとおりであります。 

セグメント利益                                （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

セグメント間取引消去 744 749 

全社費用※ △708 △717 

合計 35 31 

※ 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の総務部門等管理部門に係

る費用であります。 

 

セグメント資産                                （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

セグメント間取引消去 △17,569 △17,910 

全社資産※ 17,363 17,748 

合計 △206 △162 

※ 全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び

預金）及び総務部門等管理部門に係る資産であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 
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 （１株当たり情報） 

 
前連結会計年度 

(自  平成23年４月１日 
  至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成24年４月１日 
  至  平成25年３月31日) 

１株当たり純資産額 163円48銭 165円80銭 

１株当たり当期純利益金額 2円09銭 5円17銭 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(自  平成23年４月１日 
  至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成24年４月１日 
  至  平成25年３月31日) 

当期純利益金額（百万円） 471 1,130 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 471 1,130 

期中平均株式数（千株） 224,892 218,671 

 

 （重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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５．その他 

 (1) 役員の異動 

① 代表者の異動 

該当事項はありません。 

② その他の役員の異動（平成25年６月26日付） 

・新任取締役候補 

取締役  上田隆司（現 フランスベッド株式会社 統括事業本部商品開発本部長） 

・退任予定取締役 

取締役    桃原一雄（現 企画グループ担当） 

なお、平成24年６月27日開催の定時株主総会において補欠監査役に選任された岩崎賢二氏の選任の効力は

平成25年６月26日開催予定の第10期定時株主総会が開催されるまでの間とされておりますので、改めて補欠

監査役１名を選任する予定です。 

補欠監査役候補は下記のとおりです。 

綿引宏行（現 東京海上日動火災保険株式会社 執行役員 公務開発部長） 
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